
平成28年２月定例会

補 正 予 算 資 料
（主な項目）

秋 田 市



（単位：千円）

増 減 率

10.0% 

4.6% 

△ 3.5% 

6.5% 

企 業 会 計 29,872,931 30,950,770 △ 1,077,839 

総 計 242,463,637 227,624,674 14,838,963

一 般 会 計 139,029,476 126,343,467 12,686,009

特 別 会 計 73,561,230 70,330,437 3,230,793

※「２月定例会補正」欄の (　) の数字は、債務負担行為補正の金額

前 年 同 期 対 比 表

会 計 別 28 年 ２ 月 定 例 会 27 年 ２ 月 定 例 会 　増　△　減　

総 計
(1,547,508)

243,706,210 △ 1,242,573 242,463,637

△ 33,158 1,197,717

企 業 会 計 合 計
31,041,674 △ 1,168,743 29,872,931

企
業
会
計

18,999,110 △ 392,934 18,606,176

農業集落排水事業会計
1,230,875

10,811,689 △ 742,651 10,069,038

下 水 道 事 業 会 計

特 別 会 計 合 計
(62,579)

75,286,480 △ 1,725,250 73,561,230

水 道 事 業 会 計

後期高齢者医療事業会計
(664)

3,219,477 11,755              3,231,232

介 護 保 険 事 業 会 計
(42,796)

29,155,711 △ 187,539 28,968,172

母子父子寡婦福祉資金
貸 付 事 業 会 計

(8,426)

50,536 -                   50,536

国民健康保険事業会計
(938)

38,379,106 △ 1,115,882 37,263,224

病 院 事 業 債 管 理 会 計
891,963 -                   891,963

廃 棄 物 発 電 会 計
353,312 36,171              389,483

大 森 山 動 物 園 会 計
525,144 -                   525,144

公設地方卸売市場会計
(8,551)

339,922 -                   339,922

中 央 卸 売 市 場 会 計
(1,204)

98,626 858                 99,484

市 営 墓 地 会 計
56,853 6,844               63,697

市 有 林 会 計
132,779 4,674               137,453

1,651,420           139,029,476

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

土 地 区 画 整 理 会 計
2,083,051 △ 482,131 1,600,920

平成28年２月定例会補正予算

会 計 別 現 計 予 算 ２ 月 定 例 会 補 正 補 正 後 予 算

一 般 会 計
(1,484,929)

137,378,056
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補正予算資料（主な項目）

今回の補正予算は、国・県補助に伴う事業などにより編成した。

（単位：千円）

１ 国・県補助等関連事業

(1) 小・中学校施設等改修経費（教育委員会） 35,671

校舎外壁改修工事を行う。

・港北小学校

・外旭川小学校

・将軍野中学校

２ その他の事業

(1) きずなでホットしてぃあきた寄附金推進事業（企画財政部） 20,500

ふるさと納税申込額が目標額である１億円を超過したことから、謝礼

品発送業務委託料を補正する。また、平成28年度寄附目標額の修正に伴

い債務負担行為限度額を変更する。 ＜債務負担行為設定 41,080千円＞

・27年度寄附見込額 １億6,900万円

・28年度寄附目標額 ２億円

(2) 財政調整基金積立金（企画財政部） 950,030

平成26年度決算剰余金の２分の１および運用益を基金に積み立てる。

(3) 地域振興基金積立金（企画財政部） 64,858

平成26年度家庭系ごみ処理手数料の事業充当残相当額等を基金に積み

立てる。

(4) 公共施設等整備基金積立金（企画財政部） 1,300,000

公共施設等の将来の維持修繕・更新等への対応として基金に積み立て

る。

(5) 障がい者保護費（福祉保健部） 180,700

給付費の増額が見込まれることや、過年度分の給付費等の確定に伴い

超過交付を受けた国庫負担金について返還する必要があることから補正

する。
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(6) 生活保護費（福祉保健部） 118,914

医療扶助費等の増額が見込まれることや、過年度分の扶助費等の確定

に伴い超過交付を受けた国庫負担金について返還する必要があることか

ら補正する。

(7) 私立保育所等給付費（子ども未来部） 186,594

児童１人あたりの公定価格が改定されたことや、過年度分の保育所運

営費等の確定に伴い超過交付を受けた国庫負担金について返還する必要

があることから補正する。


